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１．はじめに

四国技術事務所は、平成２０年４月より「防災技術センター」となり災害対策業務のほか、広域的

で機動的な災害対策支援、防災技術力の向上、防災関連情報収集・提供・広報等にこれまで以上に取

り組んでいるところであります。これら防災関連業務の一環として、災害発生時の応急復旧作業に必

要となる建設機械や各種の土木資材等に関して、主に四国管内の保有実態を毎年１回調査しています

が、平成１９年の世界金融危機や翌年のリーマン・ショックに代表される近年の世界的な経済情勢の

悪化に伴う建設機械保有状況の推移について、平成２０年度から過去５年間の調査台数を基に傾向を

分析したので、一考察としてここに報告します。

２．保有状況等の推移

保有実態調査は主に建設業とリース業とに区分して「一般建設資材及び機械」「水質事故対策資材」

「無人化施工機械」の３カテゴリーで行っており、今回はこのうちの一般建設機械の主要な５機種に

ついて、保有状況の傾向を分析しました。平成１６年度からの保有台数は表－１のとおりとなってお

り、建設業では平成１６年度以降５年続けて減少傾向を示しています。リース業では平成１９年度ま

では増加傾向を示していましたが、平成２０年度には極端な減少となっています。

なお、表－１の

母数となる調査対

象者数と回答回収

数については、表

－２のとおりであ

り、回収数はほぼ

横ばいにも関わら

ず、対象者数は年

を追う毎に減少傾

向を示していま

す。調査対象のう

ち建設業は、四国

４県の建設業協会

の会員会社ですが、

近年は何らかの理

由により建設業協

会自体を退会する

業者数が増えてい

ます。
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３．傾向分析

近年の厳しい経済情勢の中で公共工事の発注数も減少してきており、特に建設業においては会社の

健全な財政状態を持続するために、維持経費の掛かる建設機械を中心に手持ちの機材を手放す傾向が

著しくなっています。主要５機種における保有台数の前年度比較を表－３に示しますが、５機種合計

では前年度比で約３０％の大幅な減少となって

おり、特に大きな落ち込みを示すのは、建設機

械の中で最も保有数の多いバックホウで約３３

％の減少となっています。また、５機種の中で

は比較的リース業での保有が多いと思われる移

動式クレーンについても約３０％の減少となっ

ており、他の機種でも軒並み２０％～２５％超

の減少傾向を示しています。

ここで、主要５機種における保有台数の増減について分析するため、平成１６年度を１として翌年

度以降をみると表－４のとおりとなり、表の合計部分をグラフ化したものが図－１となっています。

これらから、平成

１９年度までは建

設業が保有機械を

手放す代わりにリ

ース業が保有する

機械へ依存してい

き、結果的にリー

ス業での保有が増

加傾向にあったも

のが、平成２０年

度になると更なる

経済情勢の悪化に

よりリース業でも保有台数を減らしてきていることが

推測できます。

また、これまで見た主要５機種のほかにも、一般建

設資材及び機械のカテゴリーでは、特に鋼矢板、Ｈ形

鋼、覆工板などの鉄鋼製品で減少傾向が顕著で、過去

５年間でそれぞれ６０％、６１％、７５％の減少とな

っており、中でも鋼矢板とＨ形鋼は毎年急激に減少し

続けています。

４．おわりに

現在のような全世界的な経済情勢の悪化は過去に経験したことのない状態と言われており、ここで

分析したような傾向が現時点でどうなっているかについては、今年度の調査結果を基に継続的な分析

が必要と思われますので、今年度末に保有実態調査が終了次第その結果に基づいて新たな分析を実施

したいと考えています。

図－1 主要５機種の増減率推移
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